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議案第 31 号 

 

   平成31年度狛江市一般会計補正予算（第４号） 

 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 一般会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 32 号 

 

   平成31年度狛江市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 国民健康保険特別会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 33 号 

 

   平成31年度狛江市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 後期高齢者医療特別会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 34 号 

 

   平成31年度狛江市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 介護保険特別会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 35 号 

 

   狛江市第４次基本構想の策定について 

 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 狛江市第４次基本構想の策定に当たり，狛江市総合基本計画条例（平成30年条例第

26号）第６条の規定により，議会の議決を求めるため。 
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議案第 36 号 

 

狛江市表彰条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市表彰条例の一部を改正する条例 

 

狛江市表彰条例（昭和63年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第８条第２号中「又は成年被後見人若しくは被保佐人である者」を削る。 

付 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

提案理由 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整

備に関する法律（令和元年法律第37号）の施行に伴い，対象外となる者の規定を

改めるため。 
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議案第 37 号 

 

   地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備に関する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和元年８月 29 日 

                    提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

   地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備に関する条例 

 

 （狛江市職員の給料等に関する条例の一部改正） 

第１条 狛江市職員の給料等に関する条例（昭和 26 年条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第 20 条を削り，第 21 条を第 20 条とし，第 22 条を第 21 条とする。 

（非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 34 年条例

第 14 号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第６項を削る。 

  第４条第２項ただし書を削り，同条第３項中「（嘱託職員を除く。）」を削る。 

 （狛江市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第３条 狛江市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和 35 年条例第

13 号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項各号列記以外の部分を次のように改める。 

前２項の規定による休職の期間は，次の各号に掲げるその者の勤続年数（休職

期間を除く。）に応じ，それぞれ当該各号に定める年限を超えない範囲内（法第

22 条の２第１項に規定する職員（以下「会計年度任用職員」という。）にあって

は，同条第２項の規定により任命権者が定める任期（以下「任期」という。）の

範囲内）において休養を要する程度に応じ，個々の場合について任命権者が定め

る。 

第３条中第６項を第７項とし，第５項を第６項とし，同条第４項中「前項」を

「第３項」に改め，同項を同条第５項とし，同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 休職の期間が前項各号の年限に満たない場合（会計年度任用職員にあって

は，任期に満たない場合）には，休職を命じた日から引き続きそれぞれの年限

を超えない範囲内（会計年度任用職員にあっては，任期の範囲内）においてこ

れを更新することができる。 

第４条第２項中「いかなる給与」の次に「又は報酬」を加える。 

 （狛江市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 
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第４条 狛江市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和 35 年条例第 14 号）

の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「合計額」の次に「（法第 22 条の２第１項第１号に規定する職

員については，狛江市非常勤職員の報酬，費用弁償及び期末手当に関する条例

（令和元年条例 号）第２条第１項に規定する報酬の額）」を加える。 

第４条第３項中「給与」の次に「又は報酬」を加える。 

 （職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部改正） 

第５条 職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（昭和 41 年条例

第 22 号）の一部を次のように改正する。 

  第１条及び第２条中「給与」の次に「又は報酬」を加える。 

 （非常勤職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正） 

第６条 非常勤職員の公務災害補償等に関する条例（昭和 42 年条例第 15 号）の

一部を次のように改正する。 

  第２条中「及び嘱託員」を削る。 

 （狛江市特別職職員及び一般職職員の功労者に対する特別功労金支給条例の一

部改正） 

第７条 狛江市特別職職員及び一般職職員の功労者に対する特別功労金支給条例

（昭和 43 年条例第 28 号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「（昭和 25 年法律第 261 号）」を「（昭和 25 年法律第 261 号。以下

「法」という。）」に，「（以下「職員」という。）」を「（法第 22 条の２第１項第１

号に規定する職員を除く。以下「職員」という。）」に改める。 

 （狛江市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第８条 狛江市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第 28 号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第１号を次のように改める。 

(１) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） 引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

（イ） 当該非常勤職員の養育する子（育児休業法第２条第１項に規定す

る子をいう。以下同じ。）が１歳６箇月に達する日（以下「１歳６箇

月到達日」という。）までに，その任期（再度任用される場合にあっ

ては，再度任用後のもの）が満了すること及び再度任用されないこと

が明らかでない非常勤職員 

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（当該非常勤職員

の養育する子が１歳に達する日（以下この号及び同条において「１歳到達

日」という。）（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては，当該末日と

された日）において育児休業をしている非常勤職員に限る。） 

ウ 第２条の４に規定する場合に該当する非常勤職員（当該非常勤職員の養

育する子の１歳６箇月到達日において育児休業をしている非常勤職員に
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限る。） 

エ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって，当該育児休業に係る子について，再度任用されること

に伴い，再度任用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとするもの 

第２条中第２号及び第３号を削り，第４号を第２号とする。 

第２条の３を第２条の５とし，第２条の２の次に次の２条を加える。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は，次の各号に掲げる

場合の区分に応じ，当該各号に定める日とする。 

(１) 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職員の養育する子の

１歳到達日 

(２) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以

前のいずれかの日において当該子を養育するために育児休業法その他の法

律の規定による育児休業（以下「地方等育児休業」という。）をしている場

合において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようとするとき

（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日後で

ある場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を除く。） 当

該子が１歳２箇月に達する日（当該日が当該育児休業の期間の初日とされ

た日から起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当該子の１

歳到達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日

以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条の規定

による産前産後の休業又は狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条

例（平成 13 年条例第４号。以下「勤務時間条例」という。）第 17 条第１項

若しくは第２項その他の規定による妊娠出産休暇により勤務しなかった日

数と当該子について育児休業をした日数とを合算した日数をいう。）を差し

引いた日数を経過する日より後の日であるときは，当該経過する日） 

(３) １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育するため，非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に規定する場合

に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に規定する場

合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては，当該末日と

された日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の

期間の末日とされた日とが異なるときは，そのいずれかの日））の翌日（当

該子の１歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当してその任

期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員で

あって，再度任用されるものにあっては，当該再度任用される日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって，次に掲げる

場合のいずれにも該当するとき 当該子の１歳６箇月到達日 

-17-



ア 当該子について，当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては，当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は

当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする地方等

育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては，当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤

務のため特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場

合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は，１歳６箇月から

２歳に達するまでの子を養育するため，非常勤職員が当該子の１歳６箇月到

達日の翌日（当該子の１歳６箇月到達日後の期間においてこの条の規定に該

当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって，再度任用されるものにあっては，当該再度任用される日）

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって，次の

各号に掲げる場合のいずれにも該当するときとする。 

(１) 当該子について，当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日におい

て育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６

箇月到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳６箇月到達日後である場合にあっては，当該末日とされた日）

において地方等育児休業をしている場合 

(２) 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について，育児休業をすることが

継続的な勤務のため特に必要と認められる場合として規則で定める場合に

該当する場合 

第３条に次の２号を加える。 

(６) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の４の規定

に該当すること。 

(７) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員が，当該育児休業に係る子について，再度任用されることに伴い，

当該再度任用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようと

すること。 

第５条の２を削る。 

第５条の３第１項中「第 18 条第１項」の次に「及び狛江市非常勤職員の報酬，

費用弁償及び期末手当に関する条例（令和元年条例第 号）第６条第１項」を加

え，同条第２項中「いる職員」の次に「（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）

第 22 条の２第１項第１号に規定する職員を除く。）」を加え，同条を第５条の２

とする。 

第６条中「非常勤職員（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 28 条の５

第１項に規定する短時間勤務職員の職を占める職員を除く。）」を「地方公務員法
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第 22 条の２第１項第１号に規定する職員のうち規則で定める職員」に改める。 

第７条中「正規の勤務時間」の次に「（非常勤職員にあっては，当該非常勤職

員について定められた勤務時間）」を加え，「終り」を「終わり」に，「狛江市職

員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例（平成 13 年条例第４号）」を「勤務時

間条例」に改め，「する育児時間」の次に「（以下「育児時間」という。）」を，「す

る介護部分休業」の次に「（以下「介護部分休業」という。）」を加え，同条に次

の１項を加える。 

２ 非常勤職員に対する部分休業の承認については，１日につき，当該非常勤職

員について１日につき定められた勤務時間から５時間 30 分を減じた時間（当

該非常勤職員が育児時間又は介護部分休業の承認を受けて勤務しない場合に

あっては，当該時間から当該承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超

えない範囲内で行うものとする。 

第８条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず，地方公務員法第 22 条の２第１項第１号に規定す

る職員については，その勤務しない１時間につき，規則で定める勤務１時間当

たりの報酬額を減額して支給する。 

 （狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例の一部改正） 

第９条 狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例（平成 13 年条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「前２項」を「前３項」に，「再任用短時間勤務職員にあって

は，前項の規定に基づき定める時間」を「非常勤の職を占める職員にあっては，

前２項の規定により定める時間」に改め，同項を同条第４項とし，同条第２項中

「（以下「再任用短時間勤務職員」という。）」を削り，「前項」を「第１項」に改

め，同項を同条第３項とし，同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 法第 22 条の２第１項に規定する職員（以下「会計年度任用職員」という。）

のうち，同項第１号に規定する職員の正規の勤務時間は，前項の規定にかかわ

らず，休憩時間を除き，１週間について 37 時間 30 分以内の範囲内で，任命権

者が定める。 

  第３条第１項ただし書，第４条及び第 15 条第１項中「再任用短時間勤務職員」

を「非常勤の職を占める職員」に改める。 

  第 17 条第１項中「及び短期の介護休暇」を「，短期の介護休暇，官公署出頭

休暇，現住居の滅失等休暇，出動困難休暇及び退勤途上休暇」に改め，同条第２

項を同条第３項とし，同条第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 前項の規定にかかわらず，任命権者は，会計年度任用職員について，特別休

暇のうち，出産支援休暇，永年勤続休暇及びボランティア休暇以外のものを承

認するものとする。 

第 20 条を第 21 条とし，第 19 条の次に次の１条を加える。 

（会計年度任用職員の特例） 

 第 20 条 会計年度任用職員にあっては，第 16 条から第 19 条までに規定する休

暇（第 17 条に規定する公民権行使等休暇，慶弔休暇，事故休暇，夏季休暇，

-19-



官公署出頭休暇，現住居の滅失等休暇，出勤困難休暇及び退勤途上休暇を除

く。）については，その勤務しない時間につき，狛江市非常勤職員の報酬，費

用弁償及び期末手当に関する条例（令和元年条例第 号）第２条第１項に規定

する報酬の額から規則で定める勤務１時間当たりの報酬額を乗じた額を減額

する。 

 （狛江市職員の公益的法人等への派遣に関する条例の一部改正） 

第 10 条 狛江市職員の公益的法人等への派遣に関する条例（平成 14 年条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項第２号中「第 22 条第１項」を「第 22 条」に，「条件附採用」を

「条件付採用」に改める。 

   付 則 

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際，現に育児休業等を取得している職員は，第８条の規定に

よる改正後の狛江市職員の育児休業等に関する条例の規定により承認された育

児休業等とみなす。 

 

提案理由 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 29 号）

の施行に伴い，関係条例を整備するため。 
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議案第 38 号 

 

狛江市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

狛江市印鑑条例（昭和52年条例第11号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項第１号を次のように改める。 

(１) 住民票に記載されている（法第６条第３項の規定により磁気ディスク

（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物

を含む。）をもって調製する住民票にあっては，当該磁気ディスクに記録さ

れているものをいう。以下同じ。）氏名，氏，名，旧氏（住民基本台帳法施

行令（昭和42年政令第292号。以下「令」という。）第30条の13に規定する

旧氏をいう。以下同じ。）若しくは通称（令第30条の16第１項に規定する通

称をいう。以下同じ。）又は氏名，旧氏若しくは通称の一部を組み合わせた

もので表していないもの 

第７条第１項第２号中「氏名」の次に「，旧氏」を加え，同条第２項中「記録

されている」を「記載されている」に改める。 

第８条第３号を次のように改める。 

(３) 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記載がされている場合

にあっては氏名及び当該旧氏，外国人住民に係る住民票に通称の記載がされ

ている場合にあっては氏名及び当該通称） 

第15条第６号中「氏又は名」を「氏名，氏（氏に変更があった者にあっては，

住民票に記載されている旧氏を含む。）又は名」に，「外国住民」を「外国人住

民」に改める。 

付 則 

この条例は，令和元年11月５日から施行する。 

 

提案理由 

 住民基本台帳法施行令等の一部を改正する政令（平成31年政令第152号）の施

行に伴い，氏に変更があった者の旧氏の印鑑登録について規定するため。 
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議案第 39 号 

 

   狛江市非常勤職員の報酬，費用弁償及び期末手当に関する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和元年８月29日 

                    提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市非常勤職員の報酬，費用弁償及び期末手当に関する条例 

 

（通則） 

第１条 非常勤職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」とい

う。）第22条の２第１項第１号に規定する職員をいう。以下「会計年度任用職

員」という。）の報酬，費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法につい

ては，特別の定めがあるものを除くほか，この条例の定めるところによる。 

（報酬の額） 

第２条 会計年度任用職員に対する報酬の額は，月額，日額又は時間額で定める

ものとし，月額は300,000円，日額は15,000円，時間額は3,000円を超えない範

囲内において規則で定めるものとする。 

２ 規則で定めるところにより，月額の会計年度任用職員に対しては，前項で定

める報酬の額を超えない範囲内で，その在職年数に応じて昇給を行う。 

（報酬の支給） 

第３条 月額の報酬の支給方法は，この条例に定めるもののほか，狛江市職員の

給料等に関する条例（昭和26年条例第２号。以下「給料条例」という。）の適

用を受ける職員の例による。 

２ 日額の報酬及び時間額の報酬の支給方法は，月の初日からその月の末日まで

の間における勤務日数及び勤務時間により計算した総額を翌月の21日に支給す

る。ただし，21日が日曜日，土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和23年法

律第178号）に定める休日（以下「休日」という。）に当たるときは，その日

前においてその日に最も近い休日でない日に支給する。 

３ 会計年度任用職員が所定の勤務時間及び勤務日数の全部又は一部について勤

務しないときは，規則で定める場合を除き，その勤務しない日数及び時間数に

係る報酬を支給しない。 

（割増報酬等） 

第４条 狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例（平成13年条例第４

号）第２条第２項に定める勤務時間以外の時間又は１日につき７時間30分を超

えて勤務を命じられた会計年度任用職員には，規則で定めるところにより割増

報酬等を支給する。ただし，週休日を変更した場合及び休日の代休日を取得し

た場合は，この限りでない。 
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（費用弁償） 

第５条 会計年度任用職員が公務により出張するときは，順路によりその費用を

弁償する。 

２ 前項の規定により支給する費用弁償は，鉄道賃，船賃，航空賃，車賃，日当，

宿泊料，食卓料，支度料，旅行雑費及び死亡手当とし，その額及び支給方法に

ついては，狛江市一般職の職員の旅費に関する条例（平成元年条例第10号）に

定める例による。 

３ 前２項の規定にかかわらず，通勤の実情等に応じて，別に定めるところによ

り，その費用を弁償する。 

（期末手当） 

第６条 期末手当は，３月31日及び９月30日（以下「基準日」という。）にそれ

ぞれ在職する会計年度任用職員（規則で定める者を除く。）に対し支給する。 

２ 期末手当の額は，それぞれその基準日現在において会計年度任用職員が受け

るべき報酬の額を期末手当基礎額とし，その基礎額に乗じる割合については給

料条例第18条第２項の例による。 

３ 期末手当の不支給及び一時差止めは，給料条例の適用を受ける職員の例によ

る。 

４ 前各項に規定するもののほか，期末手当の支給等に関し必要な事項は，規則

で定める。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行について必要な事項は，

市長が別に定める。 

付 則 

この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

 

提案理由 

 狛江市非常勤職員の報酬，費用弁償及び期末手当に関し，必要な事項を定める

ため。 
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議案第 40 号 

 

狛江市税条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和元年８月 29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

   狛江市税条例の一部を改正する条例 

 

（狛江市税条例の一部改正） 

第１条 狛江市税条例（平成３年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第 36 条の２中第８項を第９項とし，第７項を第８項とし，第６項を第７項とし，

第５項の次に次の１項を加える。 

６ 第１項又は前項の場合において，前年において支払を受けた給与で所得税法第

190 条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有するものが，第１項

の申告書を提出するときは，法第 317 条の２第１項各号に掲げる事項のうち施行規

則で定めるものについては，施行規則で定める記載によることができる。 

第 36 条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，

同条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め，同項第３号を同項第４号と 

し，同項第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には，その旨 

第 36 条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，

同条第１項中「第 203 条の５第１項」を「第 203 条の６第１項」に改め，「ならない

者」の次に「又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所得税法第 203 条

の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）

の支払を受ける者であって，扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者若し

くは単身児童扶養者である者」を加え，「同項の」を「所得税法第 203 条の６第１項

に規定する」に，「同項に規定する公的年金等」を「公的年金等」に改め，同項第３

号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には，その旨 

第 36 条の３の３第２項中「第 203 条の５第２項」を「第 203 条の６第２項」に改

め，同条第４項中「第 203 条の５第５項」を「第 203 条の６第６項」に改める。 

第 36 条の４第１項中「によって」を「により」に，「同条第７項」を「同条第８

項」に，「第８項」を「第９項」に，「においては」を「には」に改める。 
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第 89 条の次に次の１条を加える。 

（種別割の課税免除） 

第 89 条の２ 次の各号に掲げる軽自動車等に対しては,種別割を課さない。 

  (１) 商品であって使用しない軽自動車等 

(２) 軽自動車等を製造又は販売する者が車体試験のため所定の表示をして使用 

するもの 

付則第 15条の３に次の３項を加える。 

２ 東京都知事は，当分の間，前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の賦課

徴収に関し，３輪以上の軽自動車が法第 446 条第１項（同条第２項において準用す

る場合を含む。）又は法第 451 条第１項若しくは第２項（これらの規定を同条第４

項において準用する場合を含む。）の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当する

かどうかの判断をするときは，国土交通大臣の認定等（法附則第 29 条の９第３項

に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断

をするものとする。 

３ 東京都知事は，当分の間，第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の環境

性能割につき，その納付すべき額について不足額があることを付則第 15 条の５の

規定により読み替えられた第 81 条の６第１項の納期限（納期限の延長があったと

きは，その延長された納期限）後において知った場合において，当該事実が生じた

原因が，国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請

をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正

の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通

大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは，当該

申請をした者又はその一般承継人を当該不足額に係る３輪以上の軽自動車につい

て法附則第 29 条の 11 の規定によりその例によることとされた法第 161 条第１項

に規定する申告書を提出すべき当該３輪以上の軽自動車の取得者とみなして，軽自

動車税の環境性能割に関する規定を適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の額

は，同項の不足額に，これに 100 分の 10 の割合を乗じて計算した金額を加算した

金額とする。 

付則第 15 条の３を付則第 15 条の３の２とし，付則第 15 条の２の次に次の１条を

加える。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第 15 条の３ 法第 451 条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を含む。）

に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条において同じ。）

に対しては，当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元年 10 月１日から令和２年９

月 30 日までの間（付則第 15 条の７第３項において「特定期間」という。）に行わ
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れたときに限り，第 80 条第１項の規定にかかわらず，軽自動車税の環境性能割を

課さない。 

付則第 15 条の４の見出し中「環境性能割の」の次に「非課税及び」を加え，同条

中「に対しては」の次に「，東京都における自動車税の環境性能割の減免の例により」

を加え，同条を同条第２項とし，同条に第１項として次の１項を加える。 

 当分の間,第 81 条の２の規定にかかわらず,東京都が法第 148 条第２項の規定に

より条例で定める自動車に相当するものとして市長が定める３輪以上の軽自動車に

対しては，軽自動車税の環境性能割を課さない。 

付則第 15条の７に次の１項を加える。 

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第 81 条の４（第２号

に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については，当該軽自動車の取得が特

定期間に行われたときに限り，これらの規定中「100 分の２」とあるのは，「100 分

の１」とする。 

付則第 16 条中「附則第 30 条」を「附則第 30 条第１項」に改め，「指定」の次に

「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」を加え，同条に

次の３項を加える。 

２ 法附則第 30 条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第

82 条の規定の適用については，当該軽自動車が平成 31 年４月１日から令和２年３

月 31 日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税

の種別割に限り，当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月 31 日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限

り，次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア（イ） 3,900 円 1,000 円 

第２号ア（ウ）ａ 6,900 円 1,800 円 

10,800 円 2,700 円 

第２号ア（ウ）ｂ 3,800 円 1,000 円 

5,000 円 1,300 円 

３ 法附則第 30 条第３項第１号及び第２号に掲げる法第 446 条第１項第３号に規定

するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）

のうち３輪以上のものに対する第 82 条の規定の適用については，当該ガソリン軽

自動車が平成 31 年４月１日から令和２年３月 31 日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該ガソリン軽自動

車が令和２年４月１日から令和３年３月 31 日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
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第２号ア（イ） 3,900 円 2,000 円 

第２号ア（ウ）ａ 6,900 円 3,500 円 

10,800 円 5,400 円 

第２号ア（ウ）ｂ 3,800 円 1,900 円 

5,000 円 2,500 円 

４ 法附則第 30 条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち３輪以

上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第 82 条の規定の適

用については，当該ガソリン軽自動車が平成 31年４月１日から令和２年３月 31 日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別

割に限り，当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月 31 日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に

限り，次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア（イ） 3,900 円 3,000 円 

第２号ア（ウ）ａ 6,900 円 5,200 円 

10,800 円 8,100 円 

第２号ア（ウ）ｂ 3,800 円 2,900 円 

5,000 円 3,800 円 

  付則第 16 条の２を次のように改める。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第 16 条の２ 市長は，軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し，３輪以上の軽自動車

が前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当す

るかどうかの判断をするときは，国土交通大臣の認定等（法附則第 30 条の２第１

項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判

断をするものとする。 

２ 市長は，納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを第 83

条第２項の納期限（納期限の延長があったときは，その延長された納期限）後にお

いて知った場合において，当該事実が生じた原因が，国土交通大臣の認定等の申請

をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直

接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の

認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取

り消したことによるものであるときは，当該申請をした者又はその一般承継人を賦

課期日現在における当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして，軽

自動車税の種別割に関する規定（第 87 条及び第 88 条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額は，同

項の不足額に，これに 100 分の 10 の割合を乗じて計算した金額を加算した金額と
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する。 

第２条 狛江市税条例の一部を次のように改正する。 

第 24 条第１項第２号中「又は寡夫」を「，寡夫又は単身児童扶養者」に改める。 

付則第 16条に次の１項を加える。 

５ 法附則第 30 条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車のうち，自

家用の乗用のものに対する第 82 条の規定の適用については，当該軽自動車が令和

３年４月１日から令和４年３月 31 日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該軽自動車が令和４年４月１日か

ら令和５年３月 31 日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分

の軽自動車税の種別割に限り，第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

付則第 16条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。 

付 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，令和元年 10 月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規

定は，当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第１条中狛江市税条例第 36 条の２，第 36 条の３の２，第 36 条の３の３及

び第 36 条の４第１項の改正規定並びに付則第２条の規定 令和２年１月１日 

（２） 第２条中狛江市税条例第 24 条の改正規定及び付則第３条の規定 令和３年

１月１日 

（３） 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び付則第５条の規定 令和３年

４月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の狛江市税条例（次項及び第３項におい

て「令和２年新条例」という。）第 36 条の２第６項の規定は，同号に掲げる規定の

施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提出する場

合について適用し，同日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に平成 31 年度

分までの個人の市民税に係る申告書を提出する場合については，なお従前の例による。 

２ 令和２年新条例第 36 条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は，

前条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき狛江市税条例第 36 条の

２第１項に規定する給与について提出する令和２年新条例第 36 条の３の２第１項及

び第２項に規定する申告書について適用する。 

３ 令和２年新条例第 36 条の３の３第１項の規定は，前条第１号に掲げる規定の施行

の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成 31 年法律第６

号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和 40 年法律第 33号。以下この項にお

いて「新所得税法」という。）第 203 条の６第１項に規定する公的年金等（新所得税
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法第 203 条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する令和２年新条

例第 36 条の３の３第１項に規定する申告書について適用する。 

第３条 付則第１条第２号に掲げる規定による改正後の狛江市税条例第 24 条第１項

（第２号に係る部分に限る。）の規定は，令和３年度以後の年度分の個人の市民税に

ついて適用し，令和２年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き，付則第１条本文の規定による改正後の狛江市税

条例（以下「令和元年 10 月新条例」という。）の規定中軽自動車税の環境性能割に

関する部分は，同条本文の規定の施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対

して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。 

２ 令和元年 10 月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は，令和２年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

第５条 付則第１条第３号に掲げる規定による改正後の狛江市税条例の規定は，令和３

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し，令和２年度分までの軽自動

車税の種別割については，なお従前の例による。 

 

提案理由 

 地方税法等の一部を改正する法律（平成 31 年法律第２号）の施行に伴い，所要の改

正を行うため。 
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議案第 41 号 

 

狛江市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

 

狛江市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成26年条例第14号）の一部を次のように改正する。 

第２条第９号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め，同条第10号中

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め，同条第11号中「支

給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め，同条中第22号を第27号

とし，第17号から第21号までを５号ずつ繰り下げ，同条第16号中「法第28条第４

項の規定」を「法第28条第４項」に，「法第30条第４項の規定」を「法第30条第

４項」に，「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め，同号を

同条第21号とし，同条中第15号を第20号とし，第14号を第19号とし，同条第13号

中「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改め，同号を

同条第18号とし，同条中第12号を第17号とし，第11号の次に次の５号を加える。 

(12) 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法施行令

（平成26年政令第213号。以下「令」という。）第４条第１項に規定する満

３歳以上教育・保育給付認定子どもをいう。 

(13) 特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条第１項第２号に規定する特定

満３歳以上保育認定子どもをいう。 

(14) 満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育

認定子どもをいう。 

(15) 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第２号に規定する市町村民税

所得割合算額をいう。 

(16) 負担額算定基準子ども 令第13条第２項に規定する負担額算定基準子ど

もをいう。 

第３条第１項中「良質かつ適切な」を「良質かつ適切であり，かつ，子どもの

保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮された」に改める。 

第４条の見出しを削る。 

第５条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に，「利

用者負担」を「第13条の規定により支払を受ける費用に関する事項」に改める。 
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第６条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め，

同条第２項及び第３項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に

改め，同条第４項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め，

同条第５項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第７条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第８条中「支給認定保護者」を「必要に応じて，教育・保育給付認定保護者」

に改め，「認定証」の次に「（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を

受けていない場合にあっては，子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府

令第44号）第７条第２項の規定による通知）」を加え，「支給認定の有無，支給

認定子ども」を「教育・保育給付認定の有無，教育・保育給付認定子ども」に，

「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改める。 

第９条の見出しを「（教育・保育給付認定の申請に係る援助）」に改め，同条

第１項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め，同条第２項中「支給認

定の変更」を「教育・保育給付認定の変更」に，「支給認定保護者」を「教育・

保育給付認定保護者」に，「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有

効期間」に改める。 

第10条及び第11条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改

める。 

第13条第１項中「（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下この条及び次

条において同じ。）」を削り，「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」に，

「法第27条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施設が特別利用保育を提供

する場合にあっては法第28条第２項第２号に規定する市が定める額とし，特別利

用教育を提供する場合にあっては法第28条第２項第３号に規定する市が定める額

とする。）」を「満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に

ついての法第27条第３項第２号に掲げる額」に改め，同条第２項中「支給認定保

護者」を「教育・保育給付認定保護者」に，「規定する額（その額が現に当該特

定教育・保育に要した費用を超えるときは，当該現に特定教育・保育に要した費

用の額）をいい，当該特定教育・保育施設が特別利用保育を提供する場合にあっ

ては法第28条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した

費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用を超えるときは，当該現

に特別利用保育に要した費用の額）の支払を，特別利用教育を提供する場合にあ

っては法第28条第２項第３号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要した費用を超えるときは，当該

現に特別利用教育に要した費用の額）」を「掲げる額」に改め，同条第３項から

第６項までの規定中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め

る。 

第14条第１項中「法第28条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。以下こ

の項」を「法第27条第１項に規定する施設型給付費をいう。以下この項，第19条

及び第37条第３項」に，「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に
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改め，同条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め

る。 

第16条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第17条中「支給認定子どもの心身」を「教育・保育給付認定子どもの心身」に，

「支給認定子ども又はその保護者」を「当該教育・保育給付認定子ども又は当該

教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第18条中「支給認定子どもの体調に」を「教育・保育給付認定子どもに体調

の」に，「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者」に改める。 

第19条の見出しを「（教育・保育給付認定保護者に関する市への通知）」に改

め，同条中「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者」に改める。 

第20条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第13

条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第21条第１項及び第２項ただし書中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認

定子ども」に改める。 

第24条の見出しを「（教育・保育給付認定子どもを平等に取り扱う原則）」に

改め，同条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第25条及び第26条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改

める。 

第27条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改め，同条第３項中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子ども

に」に，「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者」に改める。 

第28条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第30条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護者」を「教育・保育給付認

定子ども又は教育・保育給付認定保護者」に，「支給認定子どもの」を「教育・

保育給付認定子どもの」に，「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定子ど

も等」に改め，同条第３項及び第４項中「支給認定子ども等」を「教育・保育給

付認定子ども等」に改める。 

第32条第２項及び第４項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改める。 

第34条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に，「次

の各号に」を「次に」に改め，同項第２号中「に規定する提供した特定教育・保

育に係る必要な事項」を「の規定による特定教育・保育」に改め，同項第３号中

「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第36条第１項中「この条」を「以下この条」に，「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改め，同条第２項中「支給認定子ども」を「教育・

保育給付認定子ども」に改め，同条第３項中「を含むものとして，本章」を「を，

施設型給付費には特例施設型給付費（法第28条第１項の特例施設型給付費をいう。
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次条第３項において同じ。）を，それぞれ含むものとして，前節」に，「支給認

定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に，「とする」を「と，第13条第２

項中「法第27条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第２号の

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」とする」に改める。 

第37条第１項中「この条」を「以下この条」に，「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改め，同条第２項中「支給認定子ども」を「教育・

保育給付認定子ども」に改め，同条第３項中「を含む」を「を，施設型給付費に

は特例施設型給付費を，それぞれ含む」に，「本章」を「前節」に，「とする」

を「と，「法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもの総数」とあるのは「法第19条第１項第１号又は第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と，第13

条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第

３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」とする」に改める。 

第38条の見出しを削る。 

第39条第１項中「利用者負担」を「第44条の規定により支払を受ける費用に関

する事項」に改める。 

第40条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め，

同条第２項中「法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支

給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ども

を除く。以下この章において同じ。）」に，「支給認定子どもが」を「満３歳未

満保育認定子どもが」に改め，同条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育

給付認定保護者」に改め，同条第４項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育

認定子ども」に改める。 

第41条第２項中「法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第42条中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第43条第１項中「この項」を「以下この項から第５項まで」に改め，同項第１

号中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め，同項第２号中

「をいう。」を「をいう。以下この条において同じ。」に改め，同項第３号中

「支給認定子ども（」を「満３歳未満保育認定子ども（」に，「利用する支給認

定子ども」を「利用する満３歳未満保育認定子ども」に，「支給認定子どもに係

る支給認定保護者」を「満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者」に改め，同条第４項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ど

も」に改め，同項を同条第９項とし，同条第３項中「を行う者であって，第38条

第２項の規定により定める利用定員が20人以上のもの」を「（第38条第２項の規

定により定める利用定員が20人以上のものに限る。次項において「保育所型事業

所内保育事業」という。）を行うもの」に改め，同項を同条第７項とし，同項の

次に次の１項を加える。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行うもののうち，児童福祉法第６条の３第12項

第２号に規定する事業を行うものであって，市長が適当と認めるもの（付則第
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３条において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については，第

１項柱書の規定にかかわらず，連携施設の確保をしないことができる。 

第43条第２項中「条例第37条第１号」を「家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準（平成26年厚生労働省令第61号）第37条第１号」に，「前項柱書」を

「第１項柱書」に改め，「（以下この項において「居宅訪問型保育連携施設」と

いう。）」を削り，同項を同条第６項とし，同条第１項の次に次の４項を加える。 

２ 市長は，特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であって，次の各号に掲げる要件の全てを満

たすと認めるときは，前項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

(１) 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う

者との間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

(２) 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の遂行に

支障が生じないようにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において，特定地域型保育事業者は，次の各号に掲げる場合の区

分に応じ，それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連

携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

(１) 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所

（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において

代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ

型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業

者等」という。） 

(２) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案

して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

４ 市長は，特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認めるときは，同号の規定を適用しないこと

とすることができる。 

５ 前項の場合において，特定地域型保育事業者は，児童福祉法第59条第１項に

規定する施設のうち，次に掲げるもの（入所定員が20人以上のものに限る。）

であって，市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者として適切に確保しなければならない。 

(１) 法第59条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施設

（児童福祉法第６条の３第12項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

(２) 児童福祉法第６条の３第12項に規定する業務又は同法第39条第１項に規

定する業務を目的とする施設であって，同法第６条の３第９項第１号に規定

する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方

公共団体の補助を受けているもの 

第44条第１項中「（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。以下

この条及び第51条において準用する第14条において同じ。）」を削り，「支給認

定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め，「（当該特定地域型保育事

業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第30条第２項第２号に規
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定する市が定める額とし，特定利用地域型保育を提供する場合にあっては法第30

条第２項第３号に規定する市が定める額とする。）」を削り，同条第２項中「支

給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め，「（その額が現に当該

特定地域型保育に要した費用の額を超えるときは，当該現に特定地域型保育に要

した費用の額）をいい，当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供

する場合にあっては法第30条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用地域型保育に要した費用の

額を超えるときは，当該現に特別利用地域型保育に要した費用の額）を，特定利

用地域型保育を提供する場合にあっては法第30条第２項第３号に規定する内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特定利用地域型

保育に要した費用の額を超えるときは，当該現に特定利用地域型保育に要した費

用の額）」を削り，同条第３項から第６項までの規定中「支給認定保護者」を

「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第47条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第44

条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第48条第１項及び第２項ただし書中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認

定子ども」に改める。 

第50条第２項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に，「次

の各号に」を「次に」に改め，同項第２号中「に規定する提供した特定地域型保

育に係る必要な事項」を「の規定による特定地域型保育」に改め，同項第３号中

「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第51条中「特定地域型保育事業」を「特定地域型保育事業者，特定地域型保育

事業所及び特定地域型保育」に，「第14条第１項中「施設型給付費（法第28条第

１項に規定する特例施設型給付費を含む。以下この項において同じ。）」とある

のは「地域型保育給付費（法第30条第１項に規定する特例地域型保育給付費を含

む。以下この項において同じ。）」」を「第11条中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り，

特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節において同じ。）」と，第12

条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地域型保育」と，第14条の見出し中

「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と，同条第１項中「施設型給

付費（法第27条第１項の施設型給付費をいう。以下この項，第19条及び第37条第

３項」とあるのは「特定地域型保育（法第29条第１項の地域型保育給付費をいう。

以下この項及び第19条」と，「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給付費

の」と，同条第２項中「特定教育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保

育提供証明書」と，第19条中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付

費」」に改める。 

第52条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め，

同条第２項中「支給認定子どもの数」を「教育・保育給付認定子どもの数」に，

「法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ど

も」を「満３歳未満保育認定子ども」に，「支給認定子どもを」を「教育・保育
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給付認定子どもを」に改め，同条第３項を次のように改める。 

３ 特定地域型保育事業者が第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する

場合には，特定地域型保育には特別利用地域型保育を，地域型保育給付費には

特例地域型保育給付費（法第30条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次条

第３項において同じ。）を，それぞれ含むものとして，この章（第41条第２項

を除き，前条において準用する第８条から第14条まで（第10条及び第13条を除

く。次条第３項において同じ。），第17条から第19条まで及び第23条から第33

条までを含む。）の規定を適用する。この場合において，第40条第２項中「利

用の申込みに係る法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもの数」と

あるのは「利用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子

どもの数」と，「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ども

を除く。以下この章において同じ。）」とあるのは「法第19条第１項第１号又

は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

（第53条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては，

当該特定利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と，「法第20条

第４項の規定による認定に基づき，保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案

し，保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先

的に利用できるよう，」とあるのは「抽選，申込みを受けた順序により決定す

る方法，当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念，基本方針等に基づく

選考その他公正な方法により」と，第44条第１項中「教育・保育給付認定保護

者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象とな

る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と，同条第２項中

「法第29条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第30条第２項第２号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と，同条第３項中「前２

項」とあるのは「前項」と，同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と，

同条第５項中「前４項」とあるのは「前３項」とする。 

第53条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め，

同条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に，「あって

は」を「あっては，」に改め，同条第３項を次のように改める。 

３ 特定地域型保育事業者が第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する

場合には，特定地域型保育には特定利用地域型保育を，地域型保育給付費には

特例地域型保育給付費を，それぞれ含むものとして，この章の規定を適用する。

この場合において，第44条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは

「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第19条第１

項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

（特定満３歳未満保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給付認定保護者

に限る。）」と，同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第30条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の
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額」とする。 

付則第２条第１項中「（法第27条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施

設が」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」と，「定める額とする。）を

いう。）」とあるのは「定める額をいう。）」を「教育・保育給付認定保護者

（満３歳未満保育認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（満３歳

未満保育認定子ども（特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所を

いう。次項において同じ。）から特定教育・保育（保育に限る。第19条において

同じ。）を受ける者を除く。以下この項において同じ。」に，「（法第27条第３

項第１号に規定する額」とあるのは「（法附則第６条第３項の規定により読み替

えられた法第28条第２項第１号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定

した費用の額」を「当該特定教育・保育」とあるのは「当該特定教育・保育（特

定保育所における特定教育・保育（保育に限る。）を除く。」に改める。 

付則第３条を削る。 

付則第４条中「特定地域型保育事業者」を「特定地域型保育事業者（特例保育

所型事業所内保育事業者を除く。）」に，「５年」を「10年」に改め，同条を付

則第３条とする。 

付 則 

１ この条例は，令和元年10月１日から施行する。 

２ この条例の施行に際し必要な準備行為は，この条例の施行前においても行う

ことができる。 

 

提案理由 

 子ども・子育て支援法の一部を改正する法律（令和元年法律第７号）の施行に

よる幼児教育・保育の無償化に伴い，子どものための教育・保育給付の認定等に

関し，必要な事項を定めるため。 
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議案第 42 号 

 

狛江市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する

条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する

条例の一部を改正する条例 

 

狛江市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条例

（平成27年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第３条第１項を次のように改める。 

市が教育・保育給付認定を行った利用者の負担額は，法第19条第１項第１号

及び第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用者負担額にあっては０円と

し，同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用者負担額は，１月につ

き，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 

(１) 保育の利用について，１月当たり平均275時間までの場合 別表の保育

標準時間の世帯の階層区分の欄に掲げる区分に応じ，同表の利用者負担額の

月額の欄に掲げる額 

(２) 保育の利用について，１月当たり平均200時間までの場合 別表の保育

短時間の世帯の階層区分の欄に掲げる区分に応じ，同表の利用者負担額の月

額の欄に掲げる額 

第３条中第２項を削り，第３項を第２項とする。 

別表第１から別表第２の２までを削り，付則の次に次の表を加える。 

別表（第３条関係） 

世帯の階層区分 利用者負担額の月額（単位：円） 

階層 定義 保育標準時間 保育短時間 

Ａ 生活保護法（昭和25年法律第

144号）による被保護世帯及び

中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者

０ ０
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の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第30号）によ

る支援給付受給世帯 

Ｂ 前年度分の市区町村民税非課

税世帯（Ａ階層に該当する者

を除く。） 

０ ０

Ｃ１ 前年度分の市区町村民税均等

割のみの世帯（Ａ階層に該当

する者を除く。） 

3,200

(1,600)

3,100

(1,550)

Ｃ２ 前年度分の市区町村民税所得

割課税額10,000円未満の世帯

（Ａ階層に該当する者を除

く。） 

3,900

(1,950)

3,800

(1,900)

Ｃ３ 前年度分の市区町村民税所得

割課税額10,000円以上48,000

円未満の世帯（Ａ階層に該当

する者を除く。） 

4,700

(2,350)

4,600

(2,300)

Ｄ１ 前年度分の市区町村民税所得

割課税額48,000円以上51,000

円未満の世帯（Ａ階層に該当

する者を除く。） 

6,600

(3,300)

6,400

(3,200)

Ｄ２ 前年度分の市区町村民税所得

割課税額51,000円以上59,000

円未満の世帯（Ａ階層に該当

する者を除く。） 

8,200

(4,100)

8,000

(4,000)

Ｄ３ 前年度分の市区町村民税所得

割課税額59,000円以上68,000

円未満の世帯（Ａ階層に該当

する者を除く。） 

10,400

(5,200)

10,200

(5,100)

Ｄ４ 前年度分の市区町村民税所得

割課税額68,000円以上81,000

円未満の世帯（Ａ階層に該当

する者を除く。） 

12,800

(6,400)

12,500

(6,250)
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Ｄ５ 前年度分の市区町村民税所得

割課税額81,000円以上95,000

円未満の世帯（Ａ階層に該当

する者を除く。） 

14,000

(7,000)

13,700

(6,850)

Ｄ６ 前年度分の市区町村民税所得

割課税額95,000円以上105,000

円未満の世帯（Ａ階層に該当

する者を除く。） 

17,000

(8,500)

16,700

(8,350)

Ｄ７ 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 105,000 円 以 上

120,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

18,800

(9,400)

18,400

(9,200)

Ｄ８ 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 120,000 円 以 上

135,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

22,800

(11,400)

22,400

(11,200)

Ｄ９ 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 135,000 円 以 上

150,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

28,600

(14,300)

28,100

(14,050)

Ｄ10 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 150,000 円 以 上

170,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

33,000

(16,500)

32,400

(16,200)

Ｄ11 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 170,000 円 以 上

190,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

36,500

(18,250)

35,800

(17,900)

Ｄ12 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 190,000 円 以 上

210,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

39,000

(19,500)

38,300

(19,150)

Ｄ13 前年度分の市区町村民税所得 41,300 40,500
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割 課 税 額 210,000 円 以 上

230,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

(20,650) (20,250)

Ｄ14 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 230,000 円 以 上

250,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

43,400

(21,700)

42,600

(21,300)

Ｄ15 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 250,000 円 以 上

270,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

45,400

(22,700)

44,600

(22,300)

Ｄ16 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 270,000 円 以 上

290,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

47,200

(23,600)

46,300

(23,150)

Ｄ17 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 290,000 円 以 上

310,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

49,200

(24,600)

48,300

(24,150)

Ｄ18 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 310,000 円 以 上

350,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

50,800

(25,400)

49,900

(24,950)

Ｄ19 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 350,000 円 以 上

390,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

52,400

(26,200)

51,500

(25,750)

Ｄ20 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 390,000 円 以 上

430,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

54,000

(27,000)

53,000

(26,500)

Ｄ21 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 430,000 円 以 上

55,600

(27,800)

54,600

(27,300)
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470,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

Ｄ22 前年度分の市区町村民税所得

割 課 税 額 470,000 円 以 上

510,000円未満の世帯（Ａ階層

に該当する者を除く。） 

57,600

(28,800)

56,600

(28,300)

Ｄ23 前年度分の市区町村民税所得

割課税額510,000円以上の世帯

（Ａ階層に該当する者を除

く。） 

59,600

(29,800)

58,500

(29,250)

備考 

１ この表における「市区町村民税所得割課税額」とは，地方税法（昭和25年

法律第226号）第292条第１項第２号に規定する所得割（この所得割を計算す

る場合には，同法第314条の７，第314条の８及び第314条の９並びに同法附

則第５条第３項，第５条の４第６項，第５条の４の２第６項，第５条の５第

２項，第７条の２第４項及び第５項，第７条の３第２項並びに第45条の規定

は適用しないものとする。）の額をいう。この場合において，同法第323条

に規定する市町村民税の減免があった場合には，その額を市区町村民税所得

割課税額から順次控除して得た額を市区町村民税所得割課税額とする。 

２ 教育・保育給付認定子どもの属する世帯の階層区分を証明することができ

ない場合は，当該世帯については，Ｄ23階層にあるものとみなしてこの表を

適用する。 

３ この表の適用に際し，９月から翌年の３月までの月分の利用者負担額を決

定する場合においては，同表中「前年度分」とあるのは，「当該年度分」と

する。 

４ 同一世帯の２人以上の小学校就学前子どもが同時に次のいずれかに該当す

る場合における特定教育・保育施設（保育所に限る。）又は特定地域型保育

事業所を利用している教育・保育給付認定子どもに係る利用者負担額は，当

該教育・保育給付認定子どもが同一世帯のうち２番目に年齢が高い者である

場合は，この表の括弧内の額とし，当該教育・保育給付認定子どもが同一世

帯のうち最も年齢が高い者及び２番目に年齢が高い者以外のものである場合

は，０円とする。 

(１) 特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業所を利用していること。 

(２) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する幼稚園に入園し

ていること。 

(３) 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成18年法律第77号）第２条第６項に規定する認定こども園に入園

していること。 

-43-



(４) 学校教育法第76条第２項に規定する特別支援学校の幼稚部に就学して

いること。 

(５) 児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援を受けてい

ること。 

(６) 児童福祉法第６条の２の２第３項に規定する医療型児童発達支援を受

けていること。 

(７) 児童福祉法第43条の２に規定する児童心理治療施設の通所部に入所し

ていること。 

５ 備考４の規定にかかわらず，Ｃ１からＤ４階層までに該当する前年度分の

市区町村民税所得割課税額77,100円以下の世帯の場合において当該教育・保

育給付認定子どもが同一世帯の子どものうち２番目に年齢が高い者である場

合は，この表の括弧内の額とし，当該教育・保育給付認定子どもが最も年齢

が高い者及び２番目に年齢が高い者以外のものである場合は，０円とする。 

６ 備考４及び備考５の規定にかかわらず，Ｃ１からＤ４階層までに該当する

前年度分の市区町村民税所得割課税額77,100円以下のひとり親世帯等の場合

において当該教育・保育給付認定子どもが同一世帯の子どものうち最も年齢

が高い者である場合は，この表の括弧内の額とし，それ以外のものである場

合は，０円とする。 

付 則 

この条例は，令和元年10月１日から施行する。 

 

提案理由 

 子ども・子育て支援法の一部を改正する法律（令和元年法律第７号）の施行に

よる幼児教育・保育の無償化に伴い，教育・保育給付認定保護者の利用者負担額

等を整理するため。 
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議案第 43 号 

 

狛江市第４次基本構想の策定に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和元年８月 29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

   狛江市第４次基本構想の策定に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

 （狛江市環境基本条例の一部改正） 

第１条 狛江市環境基本条例（平成９年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

前文中「「私たちがつくる水と緑のまち」の実現」を「将来都市像の実現」に，

「「私たちがつくる水と緑のまち」狛江」を「「ともに創る 文化育むまち ～水と

緑の狛江～」」に改める。 

（狛江市まちづくり条例の一部改正） 

第２条 狛江市まちづくり条例（平成 15年条例第 12 号）の一部を次のように改正す

る。 

  前文中「私たちがつくる水と緑のまち」を「ともに創る 文化育むまち ～水と

緑の狛江～」に改める。 

   付 則 

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

 

提案理由 

 狛江市第４次基本構想の策定に伴い，関係条例の整理を行うため。 
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議案第 44 号 

 

狛江市消防団条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市消防団条例の一部を改正する条例 

 

狛江市消防団条例（昭和42年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「「団員」という。」を「「団員」といい，団長及び団員と合わせて

「団員等」という。」に改める。 

第６条中「消防団員」を「団員等」に改め，同条中第１号を削り，第２号を第

１号とし，同条第３号中「免職」を「懲戒免職」に改め，同号を同条第２号とし，

同条第４号中「前各号」を「前２号」に改め，同号を同条第３号とする。 

第７条中「団員」を「団員等」に改め，同条中第２号を削り，第３号を第２号

とし，同条の次に次の１条を加える。 

（休団） 

第７条の２ 長期間消防団の活動に従事することができない団員等は，２年を超

えない範囲で消防団活動の休止（以下「休団」という。）をすることができる。 

２ 団員等が休団をしようとするとき又は休団中の団員等が復帰しようとすると

きは，あらかじめ文書をもって任命権者に届け出て，その許可を受けなければ

ならない。 

第８条第１項中「団長及び団員（以下「団員等」という。）」を「団員等」に，

「３年」を「２年」に改める。 

第10条第１項に次のただし書を加える。 

ただし，停職又は休団の期間については，報酬を支給しない。 

第10条第２項ただし書中「就退任した」を「就退任し，停職の懲戒処分を受け，

又は休団した」に改める。 

第12条第２項中「15日」を「21日」に改める。 

第21条第６号中「団員」を「団員等」に改める。 

付 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第８条第１項，第10条第２項

ただし書及び第12条第２項の改正規定並びに第７条の次に１条を加える改正規

定及び第10条第１項にただし書を加える改正規定は，令和２年４月１日から施

行する。 

２ この条例施行の際，現にその職にあるものの任期は，なお従前の例による。 
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提案理由 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整

備に関する法律（令和元年法律第37号）の施行に伴う欠格事項を改めるとともに

狛江市消防委員会の答申を受け，所要の改正を行うため。 
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認定第 １ 号 

 

   平成30年度狛江市一般会計決算の認定について 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ２ 号 

 

   平成30年度狛江市国民健康保険特別会計決算の認定について 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ３ 号 

 

   平成30年度狛江市後期高齢者医療特別会計決算の認定について 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ４ 号 

 

   平成30年度狛江市介護保険特別会計決算の認定について 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ５ 号 

 

   平成30年度狛江市公共下水道特別会計決算の認定について 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ６ 号 

 

   平成30年度狛江市駐車場事業特別会計決算の認定について 

 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

令和元年８月29日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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